
議案第８４号 

調停について 

川崎簡易裁判所平成２８年（ノ）第５７号債務弁済協定調停事件について、

次のとおり調停を成立させたいので、地方自治法第９６条第１項第１２号の規

定により議会の議決を求める。 

平成２９年 ６ 月 ５ 日提出 

川崎市長 福 田 紀 彦 

１ 事件名 川崎簡易裁判所平成２８年（ノ）第５７号債務弁済協定調停事件 

２ 当事者 申立人 ＊＊＊＊＊＊＊＊ 

＊＊＊＊＊＊＊＊ 

      相手方 川 崎 市 

３ 調停内容 

⑴ 申立人＊＊＊＊＊＊＊＊（以下「＊＊＊＊」という。）及び申立人＊＊

＊＊＊＊＊＊（以下「＊＊＊＊」という。）（以下「申立人ら」という。）

は、相手方に対し、連帯して東京高等裁判所平成２４年（ネ）第４１７７

号賠償金反訴請求控訴事件における和解（以下「別訴和解」という。）の

別紙和解金目録記載の和解金額５２，２８８，００５円から＊＊＊＊が相

手方に対して別訴和解に基づき支払った既払金３７，９０８，０００円を

控除した残額１４，３８０，００５円（以下「本件ＪＶ工事分の和解金残

金」という。）の支払義務があることを認める。 

⑵ ＊＊＊＊は、相手方に対し、５２，２８８，００５円に対する平成２２



年１２月１日から支払済みまで年８．２５パーセントの割合による遅延損

害金（以下「本件ＪＶ工事分の＊＊＊＊に係る遅延損害金」という。）の

支払義務があることを認める。 

⑶ ＊＊＊＊は、相手方に対し、５２，２８８，００５円に対する平成２７

年１０月１日から支払済みまで年８．２５パーセントの割合による遅延損

害金（以下「本件ＪＶ工事分の＊＊＊＊に係る遅延損害金」という。）の

支払義務があることを認める。 

⑷ ＊＊＊＊は、相手方に対し、別訴和解の別紙和解金目録記載の和解金額

２８，５０４，３５０円及びこれに対する平成２２年１２月１日から支払

済みまで年８．２５パーセントの割合による遅延損害金の支払義務がある

ことを認める。 

⑸ 申立人らは、連帯して本件ＪＶ工事分の和解金残金１４，３８０，００

５円を、次のとおり分割して、相手方の指定する方法により支払う。なお、

振込手数料は、申立人らの負担とする。 

ア 平成２９年７月から平成３４年１１月まで毎月末日限り 各２１８，

０００円 

  イ 平成３４年１２月末日限り ２１０，００５円 

⑹ ＊＊＊＊は、相手方に対し、第４項の金員の支払として２９，７４５，

５０６円（別訴和解の別紙和解金目録記載の支払金額）を、次のとおり分

割して、相手方の指定する方法により支払う。なお、振込手数料は、＊＊

＊＊の負担とする。 

ア 平成２９年７月から平成３４年１１月まで毎月末日限り 各４５０，

０００円 

イ 平成３４年１２月末日限り ４９５，５０６円 

⑺ ＊＊＊＊は、相手方に対し、別訴和解の別紙和解金目録記載の支払金額



５４，５６４，７６６円から和解金額５２，２８８，００５円を控除した

残額２，２７６，７６１円（以下「本件残金」という。）を、次のとおり

分割して、相手方の指定する方法により支払う。なお、振込手数料は、＊

＊＊＊の負担とする。 

ア 平成２９年７月から平成３４年１１月まで毎月末日限り 各３４，０

００円 

  イ 平成３４年１２月末日限り ６６，７６１円 

⑻ 申立人らが第５項の支払を怠り、その額が４３６，０００円に達したと

きは、＊＊＊＊は当然に期限の利益を失い、＊＊＊＊は、相手方に対し、

第１項の金員から第５項による既払金を控除した残額（ただし、申立人ら

は、本件ＪＶ工事分の和解金残金から第５項による既払金を控除した残額

の限りで連帯する。）及び本件ＪＶ工事分の＊＊＊＊に係る遅延損害金（前

項又は第１１項による既払金を除く。）を直ちに支払う。 

⑼ 申立人らが第５項の支払を怠り、その額が４３６，０００円に達したと

きは、＊＊＊＊は当然に期限の利益を失い、＊＊＊＊は、相手方に対し、

第１項の金員から第５項による既払金を控除した残額（ただし、申立人ら

は、本件ＪＶ工事分の和解金残金から第５項による既払金を控除した残額

の限りで連帯する。）及び本件ＪＶ工事分の＊＊＊＊に係る遅延損害金を

直ちに支払う。 

⑽ ＊＊＊＊が第６項の支払を怠り、その額が９００，０００円に達したと

きは、＊＊＊＊は当然に期限の利益を失い、＊＊＊＊は、相手方に対し、

第４項の金員から第６項による既払金を控除した残額を直ちに支払う。 

⑾ ＊＊＊＊が第７項の支払を怠り、その額が６８，０００円に達したとき

は、＊＊＊＊は当然に期限の利益を失い、＊＊＊＊は、相手方に対し、本

件残金から既払金を控除した残額を直ちに支払う。 



⑿ ＊＊＊＊が期限の利益を喪失することなく第５項、第６項及び第７項の

各金員を全て支払ったときは、相手方は、＊＊＊＊に対し、本件ＪＶ工事

分の＊＊＊＊に係る遅延損害金及び第４項の金員から第６項及び第７項に

よる既払金を控除した残額を免除する。 

⒀ ＊＊＊＊が期限の利益を喪失することなく第５項の金員を全て支払った

ときは、相手方は、＊＊＊＊に対し、本件ＪＶ工事分の＊＊＊＊に係る遅

延損害金を免除する。 

⒁ 相手方は、申立人らに対するその余の請求を放棄する。 

⒂ 申立人らと相手方は、申立人らと相手方との間には、別訴和解を含めて

本件に関し本調停条項に定めるもののほか何らの債権債務のないことを相

互に確認する。 

⒃ 調停費用は、各自の負担とする。 

４ 調停理由 

本事件については、川崎簡易裁判所調停委員会から調停成立についての強

い要請がなされたこと及びこの調停により申立人らと相手方との間の紛争が

早期に解決することを勘案し、調停を成立させようとするものである。 



参考資料 

  事 件 の 概 要 

１ 平成２０年３月１９日、本市は、野川地区ほか下水枝線第１５号工事（以

下「本件工事１」という。）の一般競争入札を実施し、同月２５日、＊＊＊

＊＊＊＊＊（以下「＊＊＊＊」という。）及び＊＊＊＊＊＊＊＊（以下「＊

＊＊＊」という。）（以下「申立人ら」という。）で構成した＊＊・＊＊共

同企業体と工事請負契約を締結した。 

２ 平成２０年８月６日、本市は、宮前平地区下水枝線第３号工事（以下「本

件工事２」という。）の一般競争入札を実施し、同月１１日、＊＊＊＊と工

事請負契約を締結した。 

３ 平成２１年１月２０日、本市は、有馬地区下水枝線第１５号工事（以下「本

件工事３」という。）の一般競争入札を実施し、同月２６日、＊＊＊＊と工

事請負契約を締結した。 

４ 公正取引委員会は、平成２０年３月１２日から平成２１年３月３１日まで

の間において、本市が一般競争入札の方法により発注する下水管きょ工事に

ついて、申立人らが他の事業者と共同して、私的独占の禁止及び公正取引の

確保に関する法律に規定する不当な取引制限を行ったとして、平成２２年４

月９日、申立人らに対し、同法に基づく排除措置命令及び課徴金納付命令（以

下「排除措置命令等」という。）を行った。これらのうち＊＊＊＊に対する

排除措置命令等は、同法に基づく審判の請求がなされることなく確定したが、

同年６月９日、＊＊＊＊は、公正取引委員会に対し、同法に基づく審判を請

求した。 

５ 平成２２年９月１日、本市は、本件工事１に係る工事請負契約に基づき、



申立人らに対し、連帯債務として負担する不正行為に対する賠償金として本

件工事１に係る工事請負契約の最終請負金額の１０分の２に相当する額６１，

５１５，３００円を、本件工事２及び本件工事３に係る工事請負契約に基づ

き、＊＊＊＊に対し、不正行為に対する賠償金として本件工事２及び本件工

事３に係る工事請負契約の最終請負金額の１０分の２に相当する額の合計額

３８，００５，８００円を、それぞれ同年１１月３０日までに支払うよう請

求したところ、同年１２月２２日、＊＊＊＊は、その一部を納付した。 

６ ＊＊＊＊は、賠償金の未納額の支払請求には応じず、平成２３年１月２８

日、本市に対し、賠償金の債務は存在しないことの確認の訴えを横浜地方裁

判所川崎支部に提起したため、同年７月１日、本市は、＊＊＊＊に対して賠

償金の未納額の支払を求める反訴を提起した。 

７ ＊＊＊＊は、賠償金の支払請求には応じず、その後も引き続き、これに応

じないと認められたため、平成２３年７月１日、本市は、＊＊＊＊に対して

不正行為に対する賠償金支払請求の訴えを横浜地方裁判所川崎支部に提起し

た。 

８ 平成２４年４月２６日、本市の＊＊＊＊に対する請求を認める第１審判決

が言い渡され、同年５月１５日、＊＊＊＊は、東京高等裁判所に控訴を提起

した。 

９ 平成２４年８月２７日、本市の＊＊＊＊に対する請求を認める第１審判決

が言い渡され、同年９月１０日、＊＊＊＊は、東京高等裁判所に控訴を提起

した。 

１０ 平成２４年１１月２６日、公正取引委員会は、＊＊＊＊の審判請求を棄

却する審判審決をし、同年１２月２６日、＊＊＊＊は、審決取消請求の訴え

を東京高等裁判所に提起した。 

１１ 平成２４年１２月２０日、本市の＊＊＊＊に対する請求の控訴審におい



て、本市は、＊＊＊＊と訴訟上の和解をした。当該訴訟上の和解の主な内容

は次のとおりである。 

⑴ ＊＊＊＊は、本市に対し、８０，７９２，３５５円及びこれに対する平

成２２年１２月１日から支払済みまで年８．２５パーセントの割合による

金員の支払義務があることを認める。 

⑵ ＊＊＊＊は、本市に対し、８０，７９２，３５５円及びこれに対する平

成２２年１２月１日から平成２４年４月２６日まで年３．１パーセントの

割合による金員の合計額８４，３１０，２７２円を分割して支払う。 

１２ 平成２５年４月１７日、本市の＊＊＊＊に対する請求を認める控訴審判

決が言い渡され、同月２５日、＊＊＊＊は、最高裁判所に上告の提起及び上

告受理申立てをした。 

１３ 平成２６年１月３１日、＊＊＊＊の審決取消請求を棄却する第１審判決

が言い渡され、同年２月１２日、＊＊＊＊は、最高裁判所に上告の提起及び

上告受理申立てをした。同年６月１８日、＊＊＊＊の審決取消請求の上告を

却下する決定がなされた。 

１４ 平成２６年１２月１９日、本市の＊＊＊＊に対する請求の上告審判決が

言い渡され、本件工事１に係る工事請負契約約款において、公正取引委員会

の排除措置命令又は課徴金納付命令が確定した際に、注文者は請負人に対し

て不正行為に対する賠償金等を求めることができると定められていたところ、

請負人である共同企業体の構成員のうちいずれかの者についてのみ排除措置

命令等が確定した場合に、その他の構成員についてまで賠償金等の支払義務

を負わせることは、当該構成員に不測の不利益を被らせることになる等とし、

本市の請求は棄却された。 

１５ 平成２７年４月１６日、＊＊＊＊の審決取消請求について、上告審とし

て受理しないとの決定がなされ、＊＊＊＊に対する排除措置命令等が確定し



た。 

１６ 平成２７年７月２８日、本市は、＊＊＊＊に対し、賠償金５２，２８８，

００５円を、同年９月３０日までに支払うよう請求した。 

１７ 平成２８年５月２０日、申立人らは、債務の一部免除、分割弁済及び連

帯関係の解消を求めて、川崎簡易裁判所に債務弁済協定調停の申立てをした。 

１８ 本調停は、７回に及ぶ調停期日を経てきたが、川崎簡易裁判所調停委員

会から調停成立についての要請が強くなされたものである。 


